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I  はじめに 

平成 24 年 9 月に SAICM 国内実施計画が取りまとめられたが、その中で国内実施計画の

実施状況については「2015 年に開催予定の ICCM4 に先立って、関係省庁連絡会議におい

て実施状況を点検し、結果を公表する」と定められている。そこで、本報告書では、SAICM

国内実施計画に関わる主体として、地方公共団体における各種取組の進捗状況を取りまと

めたものである。 

 

 SAICM 国内実施計画では、地方公共団体は地域の状況に応じた法・条例の着実な施行等

に加え、事業者による化学物質管理の一層の推進、地域でのリスクコミュニケーションの

推進等において重要な役割を果たすことが期待されている。一方、地方公共団体での化学

物質管理に関する活動は、国の法令で規定された取組や、各地方公共団体による独自性の

高い取組など多岐におよび、SAICM 国内実施計画を推進するに当たり、それらの現状を網

羅的に把握する必要が求められている。 

それらを踏まえ、本報告書（素案）は、これまで地方公共団体が実施してきた多様な化

学物質管理に関わる取組について、各都道府県、並びに各政令指定都市の化学物質管理担

当部署へヒアリング調査やメール等によるアンケート調査を実施し、得られた回答結果に

基づき作成されたものである。 

 

点検の結果、各地方公共団体における SAICM に関する取組状況については、概ね進捗を

していることを確認した。一方で、SAICM 国内実施計画の改訂を含め、今後、地方公共団

体に求められる取組内容や進め方については、本点検における指摘等を踏まえつつ ICCM4

以降に検討を行うこととする。 
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II  SAICM 国内実施計画の点検の進め方について 

 国内実施計画の「第３章 具体的な施策の展開」においては、地方公共団体に期待され

る役割として「地域の状況に応じた法・条例の着実な施行等に加え、中小事業者も含めた

事業者による化学物質管理の一層の促進、地域でのリスクコミュニケーションの推進等に

おいて重要な役割を果たすこと」が挙げられている。 

 そこで、47 都道府県、並びに地方自治法第 252 条にて指定されている政令指定都市 20

市を対象として、環境白書等に記載されている取組を中心に取組状況について伺うこととし

た。その結果、調査対象とした計 67 の地方公共団体のうち、63 の地方公共団体より回答が

得られた。 

 

  

20政令指定都市

47都道府県
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III  取組の概要 

1. 地方公共団体における取組の分類 

 

SAICM 国内実施計画では、地方公共団体は国と連携しつつ、化学物質の排出、化学物質

を含む製品のリサイクル又は廃棄段階、化学物質に係る事故時・災害時の対応等に関する施

策を講じることが規定されている。それらの活動の中には、既にわが国の法令等で規定され

たものも含まれており、それらに関する地方公共団体の取組は十分に実施されていることが

確認された。 

一方、国の法令をより広く周知するための地域セミナー等の開催や、より厳しい規制を推

進するための条例整備等、地方公共団体による独自性の高い取組も確認された。 

本項では得られた調査結果の中で独自性が高いと判断された取組を事務局において取り

まとめ、それらの中から下表の 2.1～2.10 の項目について取組状況を集計した。 

 

 

地方公共団体の取組項目 

2.1 条例に基づき上乗せ・横出し基準を適用した環境モニタリング 

2.2 内分泌かく乱物質に関するモニタリング 

2.3 残留性有機汚染物質に関するモニタリング 

2.4 農薬・ゴルフ場除草剤に関する取組 

2.5 条例・指針等に基づく PRTR 制度の届出要件の拡張 

2.6 化学物質のリスク評価等に関する取組 

2.7 情報公開・リスクコミュニケーションに関する取組 

2.8  研究開発活動 

2.9  化学物質管理における普及啓発・人材育成に関する取組 

2.10 化学物質管理における防災安全に関する取組 
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2. 地方公共団体における取組の概要 

 

2.1 条例に基づき上乗せ・横出し基準を適用した環境モニタリング 

地方公共団体は、大気汚染防止法、水質汚濁防止法において、大気の汚染状況を把握す

ること、並びに公共用水域の汚染防止を図ることがそれぞれ責務として定められており、

各地方公共団体の裁量において国が定める基準値以外の項目の設定(横出し)や*1、より厳し

い基準を設定(上乗せ)すること*2が可能とされている。各都道府県の条例に従い、大気、水

質におけるモニタリングに関して、上乗せ･横出し規制を実施している公共団体数の集計結

果を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【事例紹介】 

 滋賀県では「公害防止条例」の下、大気汚染防止法で定める焼却炉等の規制対象となる

33 施設に加えて、６施設（混合施設等）の追加、また規制項目としてアンチモン、フェノ

ールの追加を行うとともに、有害大気汚染物質については煙突などの排出口だけでなく敷

地境界での基準を設けて規制を行っている。 

 

 

*1 水質汚濁防止法第 29 条、並びに大気汚染防止法第 32 条 

*2 水質汚濁防止法第 3 条 3 項、並びに大気汚染防止法第 4 条 1 項 

  

大気における 

上乗せ・横出し基準の適用公共団体数 

水質における 

上乗せ・横出し基準の適用公共団体数 

32 公共団体 

が実施 

31 

公共団体 

42 公共団体 

が実施 21 

公共団体 
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2.2 内分泌かく乱物質に関するモニタリング 

内分泌かく乱の可能性がある物質に関するモニタリング調査を独自に実施している公共

団体数の集計結果を以下に示す。 

 

 

 

 

 

  

 

【事例紹介】 

さいたま市では、平成 14 年度より、市内３河川（芝川、鴨川、綾瀬川）の５地点で、河

川水に含まれる内分泌かく乱化学物質の調査を行っており、経過を観察している。 

 

 

2.3 残留性有機汚染物質に関するモニタリング 

 法令や条例等では規制されていないものの有害性を有する可能性のある未規制有害物質

の中で、特に残留性有機汚染物質に関して環境モニタリングを実施している公共団体数の

集計結果を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【事例紹介】 

兵庫県では、POPs(残留性有機汚染物質)条約の対象物質への追加検討物質であり、残留

性、毒性等の高い有機塩素化合物（例えば PCNs：ポリ塩化ナフタレン、HCBD：ヘキサク

ロロブタジエン)について、学識経験者で構成する｢排出基準未設定化学物質評価検討委員

会｣の助言を踏まえ、人口及び工場･事業場の密集地で汚染が懸念される市内３河川（猪名

川、神崎川、武庫川）流域を対象に、水質及び大気の実態調査を実施している。  

  

残留性有機汚染物質に関する 

モニタリング調査を実施した公共団体数

29 公共団体 

が実施 

内分泌かく乱物質に関する 

モニタリング調査の取組公共団体数

29 公共団体 

が実施 

34 

公共団体 

34 

公共団体 
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2.4 農薬、ゴルフ場除草剤に関する取組 

 農場における環境負荷の大きい化学合成農薬の使用量の削減推進や、ゴルフ場の芝生等

の管理のために大量に使用される除草剤等に対して飛散の防止等の適切な管理のための取

組推進等を実施している公共団体数の集計結果を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

【事例紹介】 

奈良県では、持続性の高い農業生産方式の導入の促進に関する法律に基づき、「奈良県持

続農業推進導入指針」を策定し、有機物資源の循環的利用による健全な土壌の形成（土づ

くり）を図るとともに、化学肥料・化学合成農薬の低減を併せて行う農業生産方式の推進

に取り組んでいる。 

 

2.5 条例・指針等に基づく PRTR 制度の届出要件の拡張 

 PRTR 制度とは、有害性のおそれがある化学物質がどのような発生源からどれくらい環

境中に排出されたか（排出量）、あるいはどのくらいの化学物質が廃棄物等に含まれて事業

所外へ移動したか（移動量）を把握するための制度である。本項では、条例に基づき PRTR

制度における対象物質や届出の要件（取扱量、従業員数等）を拡張し、より広い範囲で化

学物質管理に取り組んでいる公共団体数の集計結果を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事例紹介】 

静岡県では、PRTR 制度の対象化学物質で公共用水域への排出が多い化学物質のうち､県

内の使用状況等を考慮しながら､毒性の高い２物質の存在状況を把握するための実態調査

を実施している｡ 

農薬の使用量削減 

に関する取組公共団体数 

ゴルフ場における除草剤等の適切な管理 

に関する取組公共団体数 

独自の届出項目を設定（取扱量・ 

保管量、等）している公共団体数 

対象事業者の範囲を拡張して

いる公共団体数 

独自の対象化学物質を設定

している公共団体数 

35 公共団体 

が実施 

13 公共団体 

が実施 

4 公共団体 

が実施 

8 公共団体 

が実施 

28 

公共団体 

45 公共団体 

が実施 
18 

公共団体 

50 公共団体 59 公共団体 55 公共団体 



7 
 

2.6 化学物質のリスク評価等に関する取組 

化学物質の環境汚染等を未然に防止するため、管理計画策定や発生源対策、リスク評価

等の独自の取組を実施している公共団体数の集計結果を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事例紹介】 

 長野県では、製造工程での環境対応をコスト削減額として「見える化」するための MFCA

（Material Flow Cost Accounting）手法について、導入支援や成果発表会の開催などによ

り普及を図ることで、事業者の化学物質使用量の削減や廃棄物の減量化を達成するととも

に、環境対応による県内企業の収益性向上を後押ししている。  

事業者へ管理計画策定を指示している公共団体数 

21 公共団体 

が実施 

42 

公共団体 

17 公共団体 

が実施 

46 

公共団体 

独自の化学物質管理指針を設定している公共団体数 

事業者へ化学物質のリスク評価の実施を 

求めている公共団体数 

独自にリスク評価を実施している公共団体数 

55 

公共団体 

58 

公共団体 

8 公共団体 

が実施 

5 公共団体 

が実施 
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2.7 情報公開・リスクコミュニケーションに関する取組 

 各都道府県・政令指定都市の、住民や事業者等に対して、化学物質に関わる行政活動や

環境中の化学物質データ等を公開し、リスクコミュニケーションの推進等を実施している

公共団体数の集計結果を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Web を用いた化学物質に関する環境行政の取組紹介を実施している公共団体が多数確認

された。その他、セミナーやリスクコミュニケーションを実施し市民や事業者の方々の理

解を深める活動も積極的に行われている。 

 

2.8 研究開発活動 

 越境汚染現象の実態解明や、同定・定量ができていない物質の分析手法の確立等に関す

る研究開発活動に取り組んでいる公共団体数の集計結果を以下に示す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事例紹介】 

鳥取県では、韓国江原道と共同で黄砂等の大気中粉じんに含まれる成分を調査し、越境

大気汚染の実態把握に取り組んでいる。調査に当たっては、資料の採集・分析等について、

統一的な手法となるよう調整が図られている。  

Web 上で環境行政の活動や 

統計情報等を解説している公共団体数 

セミナーにより環境行政の取組や 

統計情報等を紹介している公共団体数 

越境大気汚染物質等の 

実態調査を実施している公共団体数 

分析手法の確立に関する 

研究を実施している公共団体数 

リスクコミュニケーションの推進等 

の取組を実施している公共団体数 

53 公共団体 

が実施 
31 公共団体が実施 26 公共団体が実施

32 公共団体 

が実施 

26公共団体 

が実施 

10 公共団体 

32 

公共団体 

31 

公共団体 37 

公共団体 

37 

公共団体 
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2.9 化学物質管理における普及啓発・人材育成に関する取組 

 化学物質の適切な管理を推進するため、住民や事業者への普及啓発や、人材育成に取り

組んでいる公共団体数の集計結果を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事例紹介】 

愛媛県では、環境関連の実務者や環境保全活動者などにより高度な環境知識を修得して

もらうため、学識経験者や環境分野の専門家を講師として迎え、専門的で質の高い講義内

容の「えひめ環境大学」を実施している。そのテーマとして、「最近の大気環境問題－越境

大気汚染を中心に－」等、化学物質管理に関連する内容も取り上げている。 

 

 

2.10 化学物質管理における防災安全に関する取組 

震災などの災害時における化学物質の漏洩を防止するため、防災安全に関する指針やマ

ニュアルの策定、事業者へ災害時の対策を報告させる等の取組を推進している公共団体数

の集計結果を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事例紹介】 

千葉県では、千葉県化学物質環境管理指針を策定し、事故等による化学物質の漏洩を未

然に防止するため、必要な対策を講じるとともに、漏洩が発生した場合は、環境保全上の

支障を最小限にすべく努めることを求めている。 

  

化学物質管理に関する普及啓発セミナーや 

教育支援を実施している公共団体数 

化学物質に管理における防災安全に関する 

取組を実施している公共団体数 

29 公共団体 

が実施 

19 公共団体 

が実施 

34 

公共団体 

44 

公共団体 
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3. 地方公共団体の特に独自性の高い取組 

各都道府県・政令指定都市の取組状況に関して調査した結果、特に独自性が高いと思わ

れる取組を、下記の通り事務局により取りまとめた。 

 

 

3.1 岐阜県によるロボットを活用した化学合成農薬使用量削減への取組 

 化学農薬に頼らず環境負荷の少ない水稲栽培の最大の課題は雑草であり、少力で効果が

ある除草手段が必要とされている。 

岐阜県では、情報技術研究所、中山間農業研究所、農業経営課、農林事務所、岐阜大学、

民間企業、県内農家等と連携して水田用小型除草ロボット（アイガモロボット）の研究開

発を進めてきた。アイガモロボットは、クローラ式の移動機構で、稲列に沿って水田内を

自律走行し、クローラによる「踏み潰し、掻き出し、濁水」の効果により、雑草の生長を

抑制する。現在までの研究で、水深など圃場管理を適切に行えば、充分な除草効果が得ら

れることを確認した。現在は、ロボットの実用化を目指して研究を進めている。 

 

 

 

 

 

水田用小型除草ロボット（アイガモロボット） 
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3.2 熊本県による水銀フリー社会の実現へ向けた取組 

平成 25 年 10 月に熊本県で開催された「水銀に関する水俣条約外交会議」で「水俣条約」

が採択されたことを受け、水銀が含まれる製品をできる限り使わない、使用済みの製品を

適正に廃棄する「水銀フリー社会」の実現に向けて先導的に取り組んでいる。 

 

【平成 26 年度の事業内容と成果】 

水銀フリー社会の実現に向けて、①水銀含有廃棄物の適正処理の推進、②海外の水銀専

門家の育成支援、③国内外に向けた情報発信、の３点を柱とした取組を行った。 

 

＜①水銀含有廃棄物の適正処理の推進＞ 

○県内における水銀の使用、保管、廃棄状況等に関する調査の実施 

○水銀専門家による「水銀の使用削減及び水銀廃棄物の回収・処理に関する検討会」 

の開催 

・調査結果から見えた課題を踏まえ、各主体が取り組むべき事項を整理した提言を 

取りまとめ 

・県の「本格実施」ステージへの方向性を整理 

・提言の一部は国の施策に反映 
 

＜②海外の水銀専門家の育成支援（留学生への奨学金制度）＞ 

○世界的な水銀対策推進に貢献するため、熊本県立大学と国立水俣病総合研究センター 

（国水研）の連携大学院において、水銀研究留学生２名を受入 
 

＜③国内外に向けた情報発信＞ 

○水俣条約１周年フォーラム（H26.10.18）の開催 

（環境省・国水研、熊本県、水俣市の共催） 

・環境大臣・副大臣、UNEP（国連環境計画）等が出席 

・水俣市内の全中学 1 年生が参加し、メッセージを環境大臣に手交 

○ＩＮＣ6（H26.11.3～7 バンコク）における情報発信 

 ・水俣病患者（語り部他）による講話やパネル展示 

 ・水俣条約 1 周年フォーラムで作成した中学生のメッセージを発信 

また、水俣病を経験した熊本県として、以下のとおり、率先行動を実施 

○県庁舎等の照明を蛍光灯からＬＥＤ照明に更新（※蛍光灯には水銀が封入されている） 

○熊本県・熊本市が連携した水銀保管の取組 

・水俣条約が発効するまでの間も、熊本県の廃棄物から回収された水銀が輸出され世界

で新たな水銀被害を生むことがないよう、熊本県と熊本市が連携し、県内の市町村が

回収した蛍光管等から取り出される量に相当する水銀をそれぞれで保管（熊本県分は

県庁内の水銀フリーＰＲコーナーで啓発のため展示、熊本市分は熊本市が保管） 
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熊本県の水銀フリー啓発ちらし 熊本県による水銀フリーＰＲコーナー展示 
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3.3 広島県による牡蠣の生態モニタリング 

 広島県の牡蠣は国内で最大の生産量であり、世界では第３位の生産量を誇る。広島県の

総合技術研究所の保健環境センターでは、特産品である牡蠣の衛生管理を徹底するととも

に、内分泌かく乱作用の疑いがある有機スズの検査を実施し、汚染状況を監視している。 

 

 

3.4 滋賀県による化学物質の影響把握と総量リスク評価手法の検討 

滋賀県琵琶湖環境科学研究センターでは、未規制化学物質の一斉分析法による琵琶湖流

域でのモニタリングを実施し、その結果を用いたリスク評価を実施している。 

また、個別の化学物質のモニタリングでは難しい化学物質総量としてのリスク評価を行

うため、生物を用いた生態影響試験法の検討を行っている。 

 
 

 

3.5 川崎市による化学物質の環境リスク評価の推進 

【市域における化学物質の環境リスク評価】 

川崎市では、化学物質による環境汚染の未然防止に向け、PRTR 排出量データを活用し

数理モデルにより算出した濃度予測値及び化学物質の環境実態調査の濃度実測値を用いて、

市の実態にあった環境リスク評価を実施している。 

 

【環境リスク評価手引きの普及による事業者における化学物質の自主管理支援】 

化学物質を取り扱う事業者が、事業所の周辺の環境リスクを自らが評価し、環境リスク 

の低減を図るための支援として「化学物質扱い事業所周辺の環境リスク評価のための手引 

き」を作成し、環境リスク評価講習会を開催するなど普及に向けた取組を実施している。 
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3.6 東京都による震災時の化学物質管理対策 

東日本大震災では東京都内の化学物質を取り扱う事業所において事故が発生したほか、今後想

定される首都直下地震等においては東日本大震災を上回る重大事故の発生や化学物質の漏え

い・流出等による被害が発生するおそれがあることから、東京都では、事業者が参考とすべき震

災対策を分かりやすく取りまとめた「震災対策マニュアル」を作成した。 

また、化学物質を取り扱う事業者が講じておくべき措置等を示した「東京都化学物質適正管理

指針」を震災に対応したものに改正したことにより、適正管理化学物質取扱事業者は、 

震災対策を盛り込んだ化学物質管理方法書を作成（提出）することとされている。 

 

 

 

  

東京都の震災対策マニュアル 写真等で具体的に分かり易く対策を示している 
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3.7 大阪府による震災時の事業者における化学物質管理対策の推進 

 東日本大震災では、有害な化学物質の流出が確認され、大阪府域でも、国や大阪府によ

る南海トラフ巨大地震の被害想定では、甚大な被害が見込まれている。大阪府域は事業所

と住宅が混在・密集しており、地震等の大規模災害が発生した場合には有害物質の流出に

よる環境汚染等のリスクが大きいため、事業者の自主的な管理の強化が必要である。 

 大阪府では、大阪府化学物質管理制度に基づき、以下の手順により、事業者が、リスク

低減対策を検討・実施し、その内容を管理計画書として届け出ることにより、大規模災害

に備えた化学物質の管理を促進している。 

 

①事業者が自ら、環境リスクの把握や対策の優先度を決定 

 ・南海トラフ巨大地震等で想定される震度や津波高さ等の把握 

 ・化学物質が流出しやすい施設の把握 

 ・化学物質が流出した際の環境リスクの把握と対策の優先度の決定 

 

②①の結果に従い、取扱う物質や施設に応じて、リスク低減の方策を講じる 

 

3.8 大阪府によるリスクコミュニケーションの取組 

 大阪府では、大阪市、堺市等と協力して、化学物質の排出削減やリスクコミュニケーシ

ョンの重要性について理解を深めるため、府域の事業者等を対象に、化学物質対策に関す

るセミナーを毎年１回程度開催し(参加者 400～500 人程度）、その場で事業者におけるリス

クコミュニケーションの取組事例の紹介等も行ってきたところ。また、府民向けには、PRTR

の届出等の集計結果及び当該セミナーの開催結果を府のホームページで公表している。 

 

 

  

平成 27 年 3 月に開催した化学物質対策セミナーの様子 
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別紙. 各公共団体における取組の全体集計結果 

 

項目 取組 
都道府県 政令指定都市 

実施 未実施 実施 未実施

2.1 
大気における上乗せ・横出し基準の適用 23 20 9 11 

水質における上乗せ・横出し基準の適用 34 9 8 12 

2.2 内分泌かく乱物質に関するモニタリング調査を実施 15 28 14 6 

2.3 
残留性有機汚染物質（POPs 等）に関するモニタリング

調査を実施 
19 24 10 10 

2.4 

農薬の使用量削減に関する取組を実施 28 15 7 13 

ゴルフ場における除草剤等の適切な管理に関する取

組を実施 
35 8 10 10 

2.5 

PRTR 制度において独自の届出項目の設定（取扱量・

保管量、等） 
8 35 5 15 

PRTR 制度において対象事業者の範囲を拡張 2 41 2 18 

PRTR 制度において独自の対象化学物質を設定 5 38 3 17 

2.6 

事業者へ化学物質に関する管理計画策定を指示 12 31 9 11 

独自の化学物質に関する管理指針を設定 10 33 7 13 

事業者へ化学物質のリスク評価の実施を依頼 5 38 3 17 

地方公共団体独自に化学物質のリスク評価を実施 2 41 3 17 

2.7 

Web 上で環境行政の活動を掲載 37 6 16 4 

セミナーにより環境行政の取組や統計情報等を紹介 18 25 13 7 

リスクコミュニケーションの推進等の取組を実施 18 25 8 12 

2.8 
越境大気汚染物質等の実態調査を実施 25 18 7 13 

分析手法の確立に関する研究を実施 17 26 9 11 

2.9 
化学物質管理に関する普及啓発セミナーや教育支援

を実施 
18 25 11 9 

2.10 化学物質管理における防災安全に関する取組 13 30 6 14 

 


